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「二輪車リサイクル自主取り組み実施報告」 

                                      2014 年 8 月 21 日 

  二輪車リサイクル自主取り組み参加事業者連絡会 

 
 

 

2004 年 10 月に開始した二輪車リサイクルシステムは、2011 年 10 月からの廃棄時無料引取開始を経

て、廃棄二輪車の適正処理・リサイクルのためのセーフティネットとして安定的に機能している。 

 

1. 運用実績 

（1） 2013 年度実績 
① 総引取台数：前年度の 2,965 台に対し、大口事業系ユーザーからの大量排出（4,659 台）を受け、

7,168 台と増加した。内訳等は次のとおり。 

 自治体からの引取りは前年度の 68 自治体 1,793 台（被災車両 425 台を含む）に対し、69 自治体

1,248 台であり 500 台強減少した。利用自治体総数は前年度並みであるが、利用自治体 69 自治

体のうち 31 自治体が新規利用であった。 

 一般ユーザーからの排出は、大口事業系ユーザーによる排出のため、大幅に増加したが、それ以

外のユーザーからの排出は、前年度に比べると 89 台増加した。その内、指定引取場所への持ち

込みは 1,033 台（前年度 865 台）、廃棄二輪車取扱店経由での持ち込みは 228 台（前年度 307 台）

であり、指定引取場所への持ち込み割合が増加した。ただし、大口事業系ユーザー（1 社）から

の排出（4,659 台）は、全数、廃棄二輪車取扱店経由であったため、取扱店経由での引取台数が

総じて多くなっている。 

 システム開始後 10 年を経たが、リサイクルマーク（システム開始後販売車両に貼付）付き車両

は、引取車両の 20％（1,431 台）であった。これは、システム開始後 10 年を経ても廃棄されな

い実態を示しており、製品使用年数の長期化が進んでいることが窺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加事業者 16 社：本田技研工業㈱、ヤマハ発動機㈱、スズキ㈱、川崎重工業㈱、㈱成川商会、㈱MV AGUSTA JAPAN、Piaggio Group Japan㈱、

㈱福田モーター商会、㈱イーケィエー、㈱プレストコーポレーション、㈱ブライト、ドゥカティジャパン㈱、ビー・エム・ダブリュー㈱、 

トライアンフ・ジャパン㈱、㈱エムズ商会、伊藤忠オートモービル㈱ （2014 年 4 月末現在） 

参考資料１７ 

注）2004 年度は排出者の属性を特定していないため、引取総数。 

【引取実績推移】 
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② 再資源化率：熱回収を推進した結果、97.1％となり、2015 年の再資源化目標率 95％を 2 年前倒し 

で達成した（前年度 93.6％）（重量ベース）。 

 

（2）周知広報活動 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター（以下 

「JARC」）を通じて、①自治体広報を通じた住民周知の 

働きかけ、及び②二輪車及び環境イベントを通じたユー 

ザー向け周知を行った。 

その結果、①自治体広報においては、人口 10 万人以上 

の 290 自治体中 252 自治体（うち人口 20 万人以上では 

133 自治体中 128 自治体）が、ウェブサイト等の住民広報 

媒体で本システムを案内している（2014 年 3 月末時点、 

JARC 調べ）。 

また、②二輪車イベントにおいてユーザーによる当システムの認知度を測ったところ、「知っている」

との回答は 53.3％であった（2014 年 3 月東京モーターサイクルショーにて JARC 実施）。

 

（3）その他 

2008 年に続き、2013 年夏に使用済み二輪車流通実態調査を実施した。その結果、廃棄発生数の

58％が完成車として中古輸出され、残りについては、主として、ナンバープレートを返納し自宅等

で保管する「休眠バイク」、解体し中古部品として輸出されるもの、国内で加修用部品として利用さ

れるもの、輸出用コンテナ内の緩衝材として利用されるもの、資源化されるもの、販売店・輸出事

業者の在庫、或いは盗難車両、であることが明らかとなった。放置車両及び不法投棄車両について

は、2008 年は 3.65 万台と推計したが、同様の推計方法を用いて算出したところ、2013 年は 1.12

万台と 2008 年の三分の一程度に減じた。 

 

2. 2014 年度の重点的取り組み 

（1）周知広報活動 

 製品取扱説明書へのリサイクルシステムの記載を徹底する一方、廃棄に際して適切な情報が入手

できるように、自治体のごみカレンダー等を通じた住民案内の促進、また、自治体ホームページか

ら JARC ホームページへのリンク張りの推奨等、各自治体への働きかけを継続する。その他、廃棄

二輪車取扱店における廃棄希望ユーザーへのシステム案内の充実に向け、販売店向け説明会等の実

施を予定している。 

 

（2）再資源化率 

 再資源化目標率は、委託先全施設平均では達成しているが、一部の施設が未達であるため、熱回

収を促進させる等、個別に具体的対応策の検討を推進する。 

以上 

【自治体による住民向け広報媒体への掲載実態調査】 

注）調査対象自治体は 2009 年 10 月 1 日推計人口（総務省）10 万人以上の自治体 
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二輪車リサイクルシステム自主取組みのながれ

JARCウェブサイトでの案内（一例）

↑ 持込先「指定引取場所」の一覧を公開

← 引取対象車両を案内

二輪車リサイクルシステム
（広域認定制度）

①使用済二輪車を持ち込む

排出者

廃棄二輪車取扱店へ持込む場合

廃棄二輪車取扱店

店が運搬

リサイクルマーク

指定引取場所へ持込む場合

②所有者確認

③管理票記入

マークに記載の
事業者コードを
排出者が管理票に記入

処理・リサイクル施設
（全国14ヶ所）

②所有者確認

③管理票記入

指定引取場所
（全国約180ヶ所）

二輪車リサイクルシステムのご利用に際し、リサイクル料金のご負担は
ありません。

事業者（メーカー等）の責任において適正にリサイクルします。

廃棄二輪車取扱店経由で指定引取場所へ持ち込む場合は、
運搬料金が必要となります。

①使用済二輪車を持ち込む
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指定引取場所リスト

北海道 埼玉県 岐阜県 岡山県

北海紙管株式会社　名寄工場 株式会社木下フレンド 佐川急便株式会社　岐阜営業所 平林金属株式会社　岡山工場

滝川通運株式会社 フェニックスメタル株式会社　加須事業所 株式会社斉藤商店 平林金属株式会社ﾘｻｲｸﾙﾌｧｰﾑ御津

株式会社進栄商事 株式会社やまたけ　三郷営業所 株式会社大脇商店 岡山県貨物運送株式会社　総社主管支店

株式会社鈴木商会　札幌西事業所 株式会社井上運送　本社 有限会社寺岡商店 広島県

株式会社鈴木商会　道南支店 株式会社木下フレンド　川越営業所 静岡県 岡山県貨物運送株式会社　広島主管支店

株式会社馬場本商店 千葉県 都商事株式会社　家電リサイクルセンター 岡山県貨物運送株式会社　三次営業所

株式会社鈴木商会　道東支店　十勝事業所 フェニックスメタル株式会社　千葉事業所 ハママツメタル加工協同組合 岡山県貨物運送株式会社　大竹営業所

株式会社鈴木商会　道東支店　釧路事業所 丸全京葉物流株式会社　船橋営業所 有限会社ウエハラ 岡山県貨物運送株式会社　福山主管支店

株式会社斉藤商店 スズキメタル株式会社 株式会社篠原産業 岡山県貨物運送株式会社　尾道営業所

有限会社ヤスニシ商会 フェニックスメタル株式会社　市原事業所 セキトランスシステム株式会社　営業センター 山口県

株式会社鈴木商会　札幌北事業所 上総通運株式会社 愛知県 有限会社星山商店

株式会社鈴木商会　道北支店　旭川事業所 日鉄住金物流君津株式会社　人見物流倉庫 昭栄金属株式会社 梁川鋼材株式会社

真田運輸株式会社 たつみ運輸株式会社　千葉営業所 朝日金属株式会社 岡山県貨物運送株式会社　下関営業所

株式会社ホッコウ　稚内営業所 株式会社エコマイン 株式会社松山商店 村田　勝男　（村田商店)

株式会社鈴木商会　道南支店　苫小牧事業所 東京都 トーエイ株式会社 徳島県

青森県 岡山県貨物運送株式会社　江戸川事業所 株式会社紅久商店　港工場 株式会社旭金属

株式会社ヤマシタメタル 株式会社葵環境開発　立川事業所 トーエイ株式会社　岡崎営業所 佐川急便株式会社　池田営業所

東北東京鐵鋼株式会社　弘前営業所 有限会社 調布清掃 四国梱包運送株式会社 香川県

東北東京鐵鋼株式会社　八戸営業所 白井エコセンター株式会社 株式会社イトー急行　東海共配便営業所 岡山県貨物運送株式会社　四国主管支店

岩手県 株式会社東邦運輸　東京営業所 三重県 平山　功二　（HIRAYAMA)

株式会社青松 東亜物流株式会社　西東京支店 株式会社タヤマ 愛媛県

株式会社アルプス物流　盛岡営業所 有限会社東南流通 朝日金属株式会社　四日市工場 金城産業株式会社

株式会社マルサ 岡山県貨物運送株式会社　京浜支店 夏山金属株式会社 株式会社清水商店

成田産業株式会社 東亜物流株式会社　板橋リサイクルセンター 滋賀近交運輸倉庫株式会社　三重支店第二倉庫 高知県

宮城県 神奈川県 滋賀県 荒井金属株式会社

株式会社庄子専助商店 スガヤメタル株式会社 高島運輸株式会社 有限会社國寅商店

株式会社安部工業 株式会社サトウ　リサイクル部門 株式会社ケイロジ　草津営業所 福岡県

株式会社齋武商店 岡山県貨物運送株式会社　相模原事業所 高島運輸株式会社　彦根営業所 株式会社西原商事　糸島営業所

株式会社国本 株式会社テルム 京都府 九州メタル産業株式会社

株式会社高田商店　佐沼工場 日鉄住金物流君津株式会社 嶋崎運送株式会社 白石自動車有限会社

株式会社安藤仁七商店 株式会社東産業　佐原事業所 株式会社ファーストライン 西鉄運輸株式会社　航空福岡支店

秋田県 東亜物流株式会社　大和リサイクルセンター 美山運輸株式会社 西鉄運輸株式会社　筑豊支店

株式会社阪東商店 新潟県 大阪府 佐賀県

株式会社県南プレスセンター 株式会社豊和商事　本社 佐川急便株式会社　千里営業所 株式会社島田商会

山形県 神田　盛三　（神田商店) エフワン流通株式会社
九州メタル産業株式会社　鳥栖営業所リサイクル
センター

株式会社木下商会 上越マテリアル株式会社 新栄運輸株式会社 長崎県

株式会社原幸商店 株式会社豊和商事　新潟支店 コフジ物流株式会社 株式会社山口商店

株式会社ひさげ運輸 富山県 勇信運輸株式会社　守口事業所 株式会社長崎スクラップセンター

福島県 ハリタ金属株式会社　富山支店 株式会社ロジックナンカイ　八尾事業所 熊本県

豊富産業有限会社 ハリタ金属株式会社 兵庫県 熊本新明産業株式会社

株式会社釜屋　リサイクルセンター 石川県 佐川急便株式会社　豊岡営業所 株式会社髙木栄商店

株式会社会津丸三 ハリタ金属株式会社　金沢支店 株式会社大神 白井　正雪　（白井商会)

株式会社高良 紙吉株式会社 淡路共正陸運株式会社　姫路営業所 大分県

株式会社三鋼 福井県 淡路共正陸運株式会社　本社 フジケイ株式会社

茨城県 池田金属株式会社 奈良県 有限会社アサヒ産業

株式会社ヤマガタ 有限会社 中村総合解体 佐川急便株式会社　御所営業所 有限会社恵上商店

株式会社やまたけ　土浦営業所 山梨県 誠運輸株式会社 宮崎県

株式会社港南運輸　物流センター 株式会社総合リサイクルセンター黒田モスゾーン 和歌山県 太信鉄源株式会社

平和貨物運送株式会社　本社営業所 都留貨物自動車株式会社　甲府支店 佐川急便株式会社　田辺営業所 太信鉄源株式会社　都城支店

栃木県 長野県 佐川急便株式会社　新宮営業所 鹿児島県

株式会社石山商会 花村産業株式会社 光運輸株式会社 株式会社荒川商店

岡山県貨物運送株式会社　宇都宮営業所 林金属工業株式会社 鳥取県 持増産業株式会社

NNY株式会社　那須事業所 前田産業株式会社 株式会社牧浦商店 有限会社田口商会

群馬県 深澤産業株式会社 島根県 沖縄県

株式会社藤田商店 小柳産業株式会社 三光株式会社　テクノ・リサイクル・ステーション 拓南商事株式会社

久松商事株式会社 株式会社キタニ 三光株式会社　浜田営業所

ウブカタ資源株式会社 三光株式会社　出雲支店

2014年4月1日現在


